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1 福祉局決算総括表（一般会計•特別会計）

(1)一般会計

0歳入

予算科目

分担金及び
17款
負 担 金

使用料及び
18款
手 数 料

19款国庫支出金

20款県支出金

21款財産収入

22款寄 附 金

23款繰 入 金

25款諸 収 入

26款市 債

計

当初予算額

134,670 

20,097 

94,937,962 

15,464,185 

91,243 

73,044 

1,104,978 

1,333,526 

1, 141, 333 

114, 301, 038 

予算現額

繰越事業費
補正予算額 繰越財源

充当額

6,562,760 2,449,299 

240,359 61,488 

25,912 

55,502 

△1,000 352,000 

6,883,533 2,862,787 

※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

調定額

計
(B) 

(A) 

134,670 132,276 

20,097 19,050 

103,950,021 96,168,030 

15,766,032 14,208,697 

91,243 76,578 

98,956 157,647 

1,104,978 631,620 

1,389,028 4,664,488 

1,492,333 649,000 

124,047,358 116, 707, 386 



2

（単位：千円、％）

収入済額 不納 収入 翌年度 差引過不足額 執行率
欠損額 未済額 繰越額

(C) (D) (B)-(C)-(D) (E) (C)+(E)-(A) (C)/((A)-(E)) 

129,048 919 2,310 △5,622 95.8 

19,050 △1,047 94.8 

96,168,030 3,747,241 △4,034,750 96. 0 

14,208,697 309,660 △1,247,675 91.9 

76,578 △14,665 83.9 

157,647 58,691 159.3 

631,620 △473,358 57.2 

1,357, 131 234,783 3,072,574 △31,897 97. 7 

649,000 360,000 △483,333 57.3 

113, 396, 801 235,702 3,074,883 4,416,901 △6,233,656 94.8 
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0歳出

予算現額

予算科目
繰越事業費

予備費支出
当初予算額 補正予算額

繰越額
及び
流用増減

4款保健福祉費 182,546,554 9,474,251 2,966,300 

1項社会福祉費 10,175,847 898,838 1,272, 167 

3項高齢福祉費 30,190,932 944,226 1,067,644 

4項障がい福祉費 59,555,302 2,893,822 623,680 

5項生活保護費 82,600,000 4,737,161 2,809 

6項災害救助費 24,473 204 

計 182,546,554 9,474,251 2,966,300 

※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。
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（単位：千円、％）

支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

計
(B) (C) (A)-(B)-(C) (B) / ((A)-(C)) 

(A) 

194,987,105 186,106,053 5,251,073 3,629,979 98. 1 

12,346,852 10,379,626 1,967,226 84. 1 

32,202,802 29,474,291 1,553,086 1,175,425 96. 2 

63,072,804 62,499,072 275,031 298,701 99.5 

87,339,970 83,738,033 3,422,956 178, 981 99.8 

24,677 15,032 9,645 60.9 

194,987,105 186,106,053 5,251,073 3,629,979 98. 1 
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(2)介護保険事業特別会計

0歳入

予算現額
調定額

予算科目

当初予算額 補正予算額
繰越事業費 計(A)

(B) 

繰越財源充当額

介護保険事業 127,858,472 2,242,411 130,100,883 130,939,838 
特別会計

0歳出

予算現額

予算科目
当初予算額 補正予算額 繰越事業費繰越額 予備費支出及び流用増減

介護保険事業 127,858,472 2,242,411 
特別会計

※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。
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（単位：千円、％）

収入済額 不納欠損額 収入未済額 翌年度繰越額 差引過不足額 執行率
(C) (D) (B)-(C)-(D) (E) (C)+(E)-(A) (C) I ((A)-(E)) 

130, 016, 879 161,066 761,894 △84,004 99.9 

（単位：千円、％）

支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

計(A)
(B) (C) (A)-(B)-(C) (B)/((A)-(C)) 

130, 1 00, 883 128,644,656 1,456,227 98.9 
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2 重要施策等の概要

1 福岡100の推進

福岡100の推進

2 地域分野における取組み

ア地域福祉活動推進のための基盤づくり

イ身近な地域における絆づくり・人づくり・支え合い活動の推進

ウ包括的な相談支援ネットワークの充実

工生活困窮者への支援

3 高齢者分野における取組み

ア安心して暮らせる基盤づくり

イいつまでもいきいきと活躍できる環境づくり

ウ要支援・要介護高齢者等への支援体制の充実

4 障がい者分野における取組み

ア安心して地域で暮らせる基盤づくり

イ多様性を認め合い、大切にし合うまちづくり

ウ誰もがいきいきと暮らせる環境づくり

5 次期「保健福祉総合計画」の策定に向けた検討

次期「保健福祉総合計画」の策定に向けた検討

232,420千円

232,420千円

88,805,274千円

876,677千円
159,665千円
1,784,318千円
85,984,614千円

128,063,229千円

1,731, 177千円
7,809,406千円
118,522,646千円

55,631,409千円

52,858,709千円
64,820千円
2,707,880千円

8,326千円

8,326千円
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令和7年度決算額
（前年度決算額）： 福岡100の推進

）（  

232,420千円
238,140千円

福岡100の推進 232,420千円
（ 238,140千円

人生100年時代の到来を見据え、誰もが心身ともに健康で自分らしく活躍できる社会を目指す「福岡
100」を推進するとともに、推進に資する市民・企業等の活動を福岡100クラブとして広報し、地域への
さらなる浸透を函った。

また、多様な市民が共生する社会を目指し、認知症コミュニケーション・ケア技法「※1ユマニ
チュードR」について、高齢者施設などにおけるエビデンス調査の実施や海外への発信拠点の創出な
ど、さらなる普及促進を図った。
さらに、 「認知症の人にもやさしいデザイン」の普及や、市民や企業が認知症に関する理解を深める
取組みなど、認知症フレンドリーなまちづくりを推進した。

＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

＊福岡100クラブ
・「福岡100」の地域への更なる

0人生100年時代の社会課題の解決 浸透を図るためWebサイトを開設
に向けて、新たな事業等の創出を し、福岡100関連事業の情報を発
目指す「福岡100ラボ」の実施 信

〇「健康づくり」や「社会参加」 0福岡100ラボ
等、人生100年時代に向けた市民一 ・事業等創出支援件数 4件

産学官民オール福岡に
37,290 人ひとりのチャレンジを応援する

よる福岡100の推進 企業・団体「福岡100PARTNERS」と 0福岡1OOPARTNERS 
ともにイベント等を実施 ・連携事業件数 5件

0全世代交流イベント「100FES」 0100FES 
の開催や、人生100年時代に向けた ・参加者数 約3,000人
アクションを促す情報発信をSNS等

＊高齢者、子世代、孫世代向けのを活用し実施
※2フレイル予防啓発リーフレッ

トを※3ナッジの観点から見直し

※1ユマニチュードR: 「見る」 「話す」 「触れる」 「立つ」の4つの柱を基本とした、知覚、 ・感情・言語に

よる包括的コミュニケーションに基づいたケアの技法

※2フレイル：加齢とともに、心身の活力が低下し、 「健康」と「要介護」の中間の状態にあること

※3ナッジ：人々に強制することなく、望ましい行動を促す工夫

） 

） 
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項目名

ユマニチュードの
普及促進

認知症フレンドリーな
まちづくり

＊：新規、＊：拡充

決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み

0家族介護者や専門職向けの実践
講座を行うとともに、福岡市が独

78, 8821自に養成した講師による地域の
方々や児童生徒向けの入門講座を
実施

0認知症に関する取組みを集約
し、市民や企業へ最新の知見・技
術等を提供するとともに、国内外
に発信するための拠点「認知症フ
レンドリーセンター」を運営

116,248|。「認知症の人にもやさしいデザ
インの手引き」に基づくデザイン
の導入を促進

0企業が認知症を正しく理解する
ための勉強会を実施

7年度の取組み

＊実践講座を行うとともに、公民
館・小学校に加え、新たに全ての
中学校でも講座を開催（公民館は
R6 • R7の2か年計画の2年目）
・実施回数 401回
・受講者数 32,977人

＊高齢者施設におけるユマニ
チュードの効果に係るエビデン
ス調査を開始

＊国内外への情報発信拠点とな
る「国境なきユマニチュード推
進本部」を開設、 R8年度国際会議
開催に向けた準備を開始

0認知症フレンドリーセンターの
運営
・来館者数 7,775名
•本人ミーティング開催状況
12回／延べ121人参加

・若年性認知症支援コーディネー
ターによる支援
・認知症当事者の社会参加の機会

18件

0認知症の人にもやさしいデザイ
ンの導入促進
・導入数 147施設（累計）

＊認知症の人の行動の手助けとな
る新しいサインを検証・作成

0企業向け認知症勉強会
・開催数 6回
・参加企業団体数

143企業・団体
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← 地域分野における取組み ＼
 ア地域福祉活動推進のための基盤づくり

（
 

令和7年度決算額
（前年度決算額）

88,805,274千円
105,498,079千円）

876,677千円
811,601千円）

地域福祉推進の柱である社会福祉協議会や民生委員・児童委員への支援・連携を進めるとともに、あらゆ
る世代において、共に生きる心を育み、 「支え合う共生の意識」の醸成を函った。
また、ユニバーサルデザインの理念に基づき、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる環境づくりを推
進した。

＊：新規、女：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0日常生活の支援や空き家の福 0福岡市社会福祉協議会の運営経
社会福祉協議会と 487,163 祉的活用など、地域福祉の推進 費及び地域福祉事業に対する補助
連携した取組み に取り組む福岡市社会福祉協議

会の運営や活動を支援
を実施

＊活動費の増額
・年額117,000円 →130,800円

(+13,800円／年）

＊新任委員を退任委員が支援する
0民生委員法に基づき、住民の 「サポーター制度」の新設

民生委員活動の支援 371,544 相談支援等を行っている民生委 ・サポートを受けた委員数
員・児童委員が活動しやすい環 301人
境づくりを推進

【参考】
・委員数 2,327人

（令和7年度末現在）
・委員1人当たりの平均活動

日数 161日／年

*7校区に地域福祉活動支援員を
公民館への支援員配置 6,687 【新規】 モデル配置し、地域福祉活動を支

援

0旅客施設や道路等のバリアフ 0施設整備マニュアルの改訂
リー化を進めるとともに、バリ
アフリー教室等を実施し、ハー ＊ベンチ購入費補助金の補助上限
ド・ソフト両面からバリアフ 額を引上げ
リー化を推進

バリアフリーの
【参考】

まちづくり
11,283 0認知症の人にもやさしいデザ ．令和7年度ベンチ設置数
インも取り入れた「施設整備マ 市有地 151箇所 (159基）
ニュアル」の改訂 民有地 4箇所 (10基）

0誰もが気軽に安心して外出で ・ベンチ設置数累計
きる環境づくりのため、市内全 市有地 680箇所 (807基）
域にベンチの設置を推進 民有地 57箇所 (83基）
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イ 身近な地域における絆づくり・人づくり・支え合い活動の推進

（
 

159,665千円
193,645千円）

住民に身近な圏域において、地域福祉活動の充実に向けた支援を函るなど、様々な形で支え合い・助け合
い活動に参画できる仕組みづくりを推進した。

＊：新規、女：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み | 7年度の取組み

買い物等の支援

0地域と企業等とのマッチング支
援、企業等へのセミナーの開催、
「買い物支援ガイドブック」を作

0買い物支援推進員による、企成・配布
19,8551業、事業所等の多様な主体が参 ・買い物支援地域の支援団体数
加する、地域の支え合いによる 21団体（累計）
買い物支援の取組みを推進 ・移動スーパー車両購入補助

1件
・スマホでお買い物講座実施数

16回

地域福祉活動の支援

0地域福祉活動（ふれあいネット
ワーク、ふれあいサロンなど）を

0地域で高齢者が安心して生活実施する地域団体に福岡市社会福
できるよう、見守り活動を行う祉協議会を経由した間接補助を実

139, 8101ふれあいネットワークや、孤立施
防止や健康づくり等のためレク ・助成地域団体数
リエーション等を行うふれあい ふれあいネットワーク
サロン等の地域福祉活動を支援 1,810団体

ふれあいサロン 419団体
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ウ 包括的な相談支援ネットワークの充実 1,784,318千円
( 1,702,243千円）

高齢者に関するニーズが多様化し、さらに課題が複合化・複雑化した社会状況の中で、地域の特性に応じ
た取組みを進めることにより、 「地域包括ケア」を推進した。
また、地域と連携した支援体制や支援ネットワークの充実を函るとともに、高齢者・障がい者など様々な
分野の相談支援機関の連携を推進するなど、包括的な支援体制の構築に向けた取組みを推進した。
さらに、福祉に関して様々な課題を抱える方に寄り添って相談を聴く福祉の総合相談窓口を各区役所に設
置した。

＊：新規、女：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0地域ケア会議
・市・区・地域単位 229回／年

0関係機関・団体と連携した ・個別単位 638回／年

「地域包括ケア」の取組みを推 010年間の「地域包括ケア」の取
進するため、市・区・地域・個

組みの振り返りを実施
別単位で地域ケア会議を開催

地域包括ケアの推進 1,665, 122 0地域包括支援センターを市内 0地域包括支援センターに、高齢
者人口に応じた職員を配置し、相57か所に設置し、高齢者の健康
談事業や高齢者が暮らしやすい地

や福祉、介護等に関する相談
域づくりなどを実施

や、高齢者が暮らしやすい地域
・職員定数 212人

づくり、地域の介護支援専門員
への支援等を実施 0地域包括ケア情報プラット

フォームのシステム更新に向けた
準備を実施

0民生委員のサポートを通じたア
ウトリーチ支援
・相談対応件数 延 4,178件

＊社会福祉協議会に配置する地域
共生推進員の拡大

7名→10名

0民生委員のサポートを行う地 ＊福祉の総合相談窓口を全区に設
域共生推進員を、福岡市社会福 置し、福祉に関する様々な課題を
祉協議会に配置し、相談支援や 抱えた方に包括的な相談支援を実
同行訪問等を実施 施

包括的な支援体制の構築 119,196 ・相談実件数 1,932件
0多機関協働による包括的な支
援体制の構築に向け、各分野の 0地域共生プラットフォーム交流
相談支援機関職員が参加する研 会の開催
修を実施 ・テーマ：身寄りなし問題

・内容：基調講演、グループワー
ク
・参加人数 49人

0多機関協働の促進に向けた研修
会の開催
・開催回数 8回
・参加人数 312人
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工生活困窮者への支援 85,984,614千円
( 102, 790, 590千円）

生活保護については、稼働可能世帯へのきめ細かな就労支援や高齢者世帯の在宅生活の支援などに取り組
むとともに、子どもや保護者への伴走型支援や学習支援を拡充するなど、一人ひとりの状況に応じた支援を
推進した。
また、生活困窮者自立支援制度に基づき、生活困窮者やホームレスの自立支援を推進した。

＊：新規、女：拡充

項目名
事業内容

決算額（千円）
これまでの取組み 7年度の取組み

0就労支援事業
・就労達成者数 761人

0在宅精神障がい者支援事業

0生活保護世帯に対し、保護費 ・支援対象者数 255世帯 334人

を支給するとともに、課題に応 0居住の安定確保支援事業
じた多様な支援を通して自立助

・支援対象世帯数 210世帯
長を図る

生活保護世帯の支援 79,278,194 ・就労支援 0被保護高齢者訪問・サポート強
•在宅精神障がい者支援

化事業
・居住の安定確保支援

・支援世帯数 3,287世帯
・高齢者訪問・見守り等の強化

・相談実績 36,778件
・子どもの健全育成支援

＊子どもの健全育成支援事業
・相談支援人数 399世帯

1,305人
・学習支援人数 116人

＊相談支援員の増員、及び全区の
福祉の総合相談窓口への巡回相談
を実施

＊住まいの相談支援員を新たに配
0生活困窮者それぞれの状況に 置し、※4アウトリーチ支援など
応じた包括的かつ継続的な支援 を実施
等を実施し、対象者の自立を促

生活困窮者の支援 474,254 進する 0自立相談支援事業
・自立相談支援 ・支援対象者数 1,873人
・住居確保給付金の支給
・就労準備支援 ＊住居確保給付金を拡充し、家賃
・ホームレス自立支援 の低廉な住宅への転居費用を支給

•新規支給決定件数
（家賃） 163件
（転居） 33件

0ホームレス自立者数 456人

※4アウトリーチ：対象者のもとへ出向いて課題を把握し、解決に向けて取り組むこと



14

項目名 決算額（千円）
事業内容

←れまでの取組み 7年度の取組み

0令和6年度の住民税非課税世帯
に下記の給付金を支給

0令和6年度の住民税非課税世 6,801世帯 (3万円／世帯）

帯に下記の給付金を支給
※加算対象児童数

3万円／世帯
593人 (2万円／人）

※上記のうち子育て世帯への加 0令和6年度の調整給付の支給額
算

物価高騰緊急支援給付金 6,232,166 2万円／18歳以下の児童
に不足が生じた方に不足額給付を
支給

0令和6年度の定額減税を補足 166,040人

する給付金を支給（調整給付）
(1万円単位で差額を支給）

・定額減税しきれないと見込ま
＊低定所額得減世税帯の対象外であった方でれる方に対し、 1万円単位で差

額を支給
市向け給付の対象世帯で

もなかった方に不足額給付を支給
9,858人

(1人あたり原則4万円を支給）
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令和7年度決算額
I （前年度決算額）

← )(  
高齢者分野における取組み 128,063,229 千円

124,977,403 千円 ） 

ア安心して暮らせる基盤づくり 1, 731, 177 千円
（ 1, 701, 108 千円 ） 

高齢者の暮らしの基盤となる住まいの確保、日常生活に不可欠な生活支援、支え合えるコミュニティの支援
に取り組むとともに、国内外からの介護人材を確保するためのサポートセンターを開設するなど介護人材の確
保と質の向上に取り組んだ。
また、高齢者の権利擁護について、成年後見制度利用促進に向けた体制の強化を推進した。
さらに、災害が発生した場合に、高齢者の安全・安心を確保できる仕組みづくりを推進した。

＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 令和7年度の成果、効果等

0高齢者住宅改造助成事業

0要介護者等のいる世帯に対 ・助成件数 77件

し、住宅を改造する際の費用 0住宅改造相談事業（特会）
の一部を助成（介護保険の住

・相談件数 延 1,152件
宅改修費の給付対象となるも
のを除く） 0地域包括支援センターに、生活支

高齢者が安心して暮らせ
1,551,962 援・介護予防推進員を57人配置し、

る基盤づくり 0生活支援・介護予防推進員
地域資源の活用を推進を配置

0軽費老人ホームヘの運営費 0軽費老人ホーム運営費補助

補助、養護老人ホームヘの入
・補助対象 23施設

所措置 0養護老人ホーム入所措置
•月平均措置人員 267.0人

0介護職員初任者研修（無料）及び
修了者と介護事業所とのマッチング
を実施
•修了者数 136人
・就職者数 53人

0介護職員初任者研修の無償
取得支援や介護事業所等との 0 「福祉人財ワーキング」におい
マッチング て、介護の魅力発信について検討、

実施

介護人材の確保 47,015 0業界一体でさらなる新規人 •製作物 動画5本
材参入策を検討し、介護の魅 Webマガジン2本
力を効果的に発信

0海外の特定技能外国人と介護事業
0特定技能外国人と介護事業 所とのマッチングを実施
所とのマッチング •新規採用 5事業所

・内定者数 10名

＊「福岡市介護人材交流・サポート
センター」を設置
（令和8年1月開設）
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＊：新規、＊：拡充

事業内容

項目名 決算額（千円） これまでの取組み 令和7年度の成果、効果等

0利用促進とネットワークの推進
（高齢者、障がい者）
・成年後見推進センター相談数

1,368件0中核機関である成年後見推 ．受任者調整会議による審議
進センターを中心に、制度の 120件
利用促進や受任者調整を行う ．ケース検討会議による審議
とともに、権利擁護支援の 6件
ネットワークを推進 ．成年後見等アドバイザー派遣

2回
． の権禾リ擁華 1 2 1 450 O成年後見制度視点の担活い動手すとるし ．権利擁護支援ネットりーク協議会
局齢者 IU<. ' て地域住民の で 2回

市民後見人を育成 ・団体との協働研修会 3回

0必要な人が制度を利用でき 0市民後見人の育成
るよう市長申立を行うととも （高齢者、障がい者）
に、一定の基準に該当する人 ．受任後見人数 25人（累計）
に後見人等の報酬を助成

0成年後見制度の利用支援
・市長申立 114件（高齢者）
・報酬助成 313件（高齢者）

0・福祉避難定所数 15施設
0福祉避難所の開設が見込ま ．喜靡畠資水、食料品、毛布等
れる高齢者施設に対して、災

災宰「強い体制づくり 10,750害時に特に配慮を要する人の ＊業務継続計画等の実効性向上のた
にコ.... 避難生活に必要となる物資を め、高齢者施設にコンサルタントを

配付 派遣

・派遣数 12施設
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イ いつまでもいきいきと活躍できる環境づくり 7,809,406 千円
( 7,244,439 千円 ） 

加齢や慢性疾患により心身の機能が低下する「フレイル」を予防するため、企業や大学等と連携し、様々な
手法を用いた啓発や新たな運動プログラムの展開、高齢者の主体的な健康づくり活動の支援等の取組みを推進
した。
また、高齢者の趣味・教養、文化、スポーツ活動、ボランティア活動等への参加を支援するとともに、働き
たい高齢者の就業支援・企業の雇用促進に向けた取組みを推進した。
さらに、福岡100プラザについて、高齢期の社会参加、元気な活躍を応援する拠点として順次リニューアル
を行った。

＊：新規、＊：拡充

項目名
事業内容

決算額（千円）
これまでの取組み 7年度の取組み

0高齢者・子世代・孫世代向け
リーフレット配布数 73,969部

＊スポーツクラブ等と連携した
イベント参加者延数 524人

0高齢者のフレイル予防・介
護予防を推進するため、パン ＊福岡大学病院と※5ロコモ・
フレット配布やイベント等に フレイル予防運動プログラムを
よる普及啓発を実施 共同開発

市民向けイベント 1回
0データを活用し、フレイル
ハイリスク者ヘアウトリーチ 0アウトリーチによる保健指導

フレイル予防・介護予防
支援を実施 実施数 416人

4,870,210 
の取組み 0高齢者が主体的にフレイル 0よかトレ実践ステーション創出数

予防・介護予防に取り組む団 累計 1,080箇所
体（よかトレ実践ステーショ
ン等）の創出及び専門職派遣 ＊専門職（健康運動指導士や
等による活動支援を実施 管理栄養士等）の派遣等による

支援回数 3,834回
0介護保険法に基づき介護予
防•生活支援サービスを実施 ＊高齢者、子世代、孫世代向けの

フレイル予防啓発リーフレットを
ナッジの観点から見直し

0介護予防•生活支援サービス
月平均利用実績 20,278人

0乗車券等の郵送・オンライン申請
受付、郵送交付を行うとともに、 IC
カード(2年目以降）にポイントを付

0地下鉄・バス・電車・タク 与し、地下鉄券売機などでのチャー
ジを継続

高齢者乗車券
1, 696, 991 シー等の公共交通機関の乗車

・交付者数 157,983人
料金の助成を実施

＊ォンライン申請で、ポイント
チャージを希望した人を対象に、電
子決定通知書の送付開始

※ 5 ロコモ：ロコモティブシンドロームの略。骨•関節・筋肉等の運動器の障がいや衰えにより、 「立つ」
「歩く」といった移動機能が低下している状態のこと
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＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0高齢者への就業支援
・高齢者向けにセミナー、相談会等

0働きたい高齢者の支援や、 を開催

企業への高齢者雇用の働きか
実施回数 232回

けを行い、両者のマッチング
参加者 1, 621人

を実施
・企業訪問等による求人開拓の実施

高齢者の就業応援 102,990 訪問社数 657社

0高齢者に臨時的、短期的な 求人受理人数 543人

仕事を提供する福岡市シル 0シルバ一人材センター
バー人材センターを人的・財
政的に支援

・会員数 6,720人
・契約件数 13,452件
・契約金額 2,792,586千円
・就業延人員 469,336人

0退職等で生活スタイルの転
換が見込まれる60歳前後世代 〇アラカンフェスタ
への様々な活動を行うきっか 参加者数 7,076人
けづくりのためのイベントを
実施 OR60倶楽部

プログラム実施数 423回
高齢者の活躍応援 229,129 0高齢者の活動促進のため、

貸切バスの利用助成を実施 0福祉バス運行台数
531台

0高齢者の教養の向上や相互
親睦の場を提供するために、 ＊照葉北いこいの家を移転整備
各小学校区にいこいの家を設 （令和8年1月開館）
置

0活動費の助成など、地域で様々な
0健康づくりや社会奉仕活動 活動を行っているふくふくクラブ福
等、地域で様々な活動を行っ 岡の支援を実施した
ているふくふくクラブ福岡を

ふくふくクラブ福岡
支援するため、活動費の助成 0単位クラブ

（老人クラブ）の支援
119,164 や運営の支援を実施 ・クラブ数 588クラブ

・会員数 22,421人
0地域の高齢者の見守りを行
う友愛訪問について、活動費 〇友愛訪問
の助成や運営の支援を実施 ．訪問班数 517班

．訪問延べ回数 73,252回
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＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0人生100年時代における「高齢者
の社会参加の拠点施設」と位置づ
け、高齢期の社会参加、元気な活躍
を応援する拠点としての機能強化を
実施

0高齢者からの各種相談に応
じるとともに、健康増進、教 ・年間事業参加者数 151,909人

福岡100プラザ 養の向上、レクリエーション ・施設改修 2施設済（西・博多）
（老人福祉センター） 790,922 等の便宜を総合的に提供する ・コーディネーターによる

ため、各区に福岡100プラザ 普及啓発等件数 13,000件
（老人福祉センター）を設置 相談件数 440件
し運営 講座、催し等実施回数 107回

講座、催し等参加者数 1, 515人
・社会参加応援サイトアクセス数

111, 733件
・シニア人材登録制度「スタンバ
イ！」の運用開始・登録者 78人
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ウ 要支援・要介護高齢者等への支援体制の充実 118,522,646 千円
( 116, 031, 856 千円 ） 

介護保険制度を円滑に運営するとともに、制度の持続可能性を確保するための取組みを推進した。
また、介護サービスについては、 DXの推進など介護事業所への支援に取り組むとともに、市民ニーズに対
応した介護サービス基盤を整備した。
さらに、高齢者本人や家族などの介護者への支援のため、介護サービスに加えて様々な在宅支援サービスを
提供した。

＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

←れまでの取組み 7年度の取組み

0要介護認定を適正L行い、
介護が必要な方のニーズに応 0介護サービス利用者数
じて、訪問介護や通所介護等
の在宅サービス、特別養護老

在宅サービス 48,175人／月

人ホーム等の施設サービス等
施設サービス 8,655人／月

介護サービスの適切な提
を提供 0介護サービスの質の向上を図る研

供
117,682,57 3 

0介護従事者を対象に様々な 修をオンライン等により実施

分野の研修を実施 0要介護状態改善等評価事業

0在宅高齢者の要介護状態改 ． 取参組加期者間 ～令和8年6月
善の取組みを評価する事業を • 44チーム

実施

0介護テクノロジーの導入・活用支
援や人材育成支援によるモデル事業
所の育成

0介護テクノロジーの導入・ ・参加事業所 3事業所

活用によるモデル事業所の育 0介護テクノロジーの導入が要件で

介護サービスのDXの推進
成などを行う介護スマートD

21,896 Xプロジェクトを実施
ある生産性向上推進体制加算の取得

や経営支援
支援等を実施

0介護業界全体の経営力強化 ・加算I 15事業所(R6比： 7増）

を目的とし、介護事業所にコ
・加算II 89事業所(R6比： 35増）

ンサルタントを派遣 0介護事業所にコンサルタントを派
遣
・参加事業所 52事業所
・派遣回数 各事業所3~4回

0高齢者本人や介護者への支 0高齢者が住み慣れた地域で安心し

援のため、あんしんショート
て生活を続けることができるよう

ステイ事業等の在宅支援サー
各種サービスの提供等により、在宅

在宅支援サービスの提供
ビスを提供

生活の支援を実施

等
599,563 •あんしんショートステイ事業

0介護知識や技術の普及を園 登録者数 2, 177人

るため、介護実習普及セン 0介護実習普及センターにおいて、
ターにおける介護講座等を実
施

介護講座等を実施
・開催講座数 200回
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＊：新規、＊：拡充

事業内容
項目名 決算額（千円）

これまでの取組み 7年度の取組み

0・施認設知整症備高齢者グループホーム
2事業所 (36,145千円）

・看護小規模多機能型居宅介護
1事業所 (35,244千円）

0高齢者のニーズ等を踏ま 0開設準備経費
・認知症高齢者グループホーム

218, 614 え、特別養護老人ホームや地 1事業所 (7, 18 2問千介円護）看介護施設の整備
域密着型サービスの介護基盤

・定期巡回・随時対応型訪
を整備

護 1事業所 (12,252千円）

0定期借地権設定のための一時金支
援
•特別養護老人ホーム
1事業所 (121,351千円）
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令和7年度決算額
（前年度決算額）

(4 
)( 

l 

障がい者分野における取組み 55,631,409千円
49,916,102千円）

ア 安心して地域で暮らせる基盤づくり 52,858,709千円
（ 47,356,612千円）

障がい福祉サービス事業所について、運営指導の実施体制を強化し、事業所の適正化を推進するととも
に、災害等が発生した場合の安全・安心が確保できる仕組みづくりを推進した。
また、 「親なき後」の生活を見据え、障がいのある人が地域や家庭で安心していきいきと暮らせる社会を
目指し、強度行動障がいの状態にある人を支援する人材の育成を進めるとともに、グループホームの開設に
係る設置費補助や重度障がい者受け入れ促進のための運営費等の補助を行った。

＊：新規、＊：拡充

事業内容
項目名 決算額（千円）

これまでの取組み 7年度の取組み

＊自立支援給付対象サービス等の
質の確保及び自立支援給付の適正

運営指導実施体制の強化 9,357 【新規】 化を図るため、令和7年11月から
委託による運営指導を開始 件
・実施件数 40 

0障がい者虐待防止・基幹相談支

0障がい者の相談支援体制を充 援センター者事基業幹相
・区障がい 談支援セン

実させるため、障がい者の虐待
ターヘの訪問による支援（スー

防止及び地域生活に関する相談
パーバイズ）件数 50件

支援の中核的機能を一体的に併
・虐待通報実人数 150人

せ持つ市障がい者基幹相談支援
センターを1か所設置し、ま 0区障がい者基幹相談支援セン
た、区障がい者基幹相談支援セ

ター事業
ンターを全14か所設置し、障が

・相談対応件数 81,540件
い児・者の生活全般に関する相
談対応や緊急時の24時間対応、 0行動障がい伴走型支援事業
地域福祉の基盤づくり等を実施

・支援件数 378件
地域における障がい者の 1,364,465 0行動障がいの状態にある人と 0手話通訳者・要約筆記者等養成支援

その家族が安心して地域での生
及び派遣

活を送るため、相談員を配置し
・手話通訳者派遣 2,297件

伴走型の相談支援を実施
・要約筆記者派遣 200件

0手話通訳者、要約筆記者等の ・盲ろう者通訳・介助員派遣247件
養成、派遣を実施

・養成講座受講者数 163人

0災害時に障がい者が安心して
0・福協祉定避施難設所数 37施設避難ができるよう、福祉避難所

に対して、非常用電源や避難生
・配付施設数 15施設

活に必要となる物資を配付
・配付物資：水、食料品、エアー
マット等
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＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0地域における障がい者の住ま
いの場であるグループホームの
設置促進のため、開設費用等を 0障がい者グループホーム設置費

障がい者グループホーム 217,113 補助 補助 37件
等の設置促進

0日中活動の場である生活介護 0施設整備費補助 2件
等、ニーズの高い事業所の施設
整備費用の一部を補助

0重度障がい者グループホーム運
営費補助 42件 (208人分）

0グループホームにおける重度 0重度障がい者受入施設設置促進
障がい者の受け入れを促進する
ため、生活支援員等の職員加配

事業費補助 10件

重度障がい者のグループ
費用相当分を補助 0集中支援事業

ホーム等への地域移行支
240,456 

・「か～む」での集中支援 4人0強度行動障がい者の安定した
援

地域生活を促進するため、支援
・強度行動障がい者に関する支援

拠点施設「か～む」で24時間、 研修受講者 211人

マンツーマンでの支援等を実施
＊強度行動障がい者の支援に関
し、事業所に専門的な助言を行う
人材を育成 9人

0ホームヘルプ
•利用者数 4,278人
•利用実績 延 2,140,029時間

0短期入所
•利用者数 1,399人
•利用実績 延 115,193日

0障がい者のニーズに応じて、 0就労継続支援
ホームヘルプ、短期入所、就労

利用者数 6,221人
継続支援、施設入所等の障がい

障がい福祉サービスの提 福祉サービスを提供
日数 延 1,249,022日

供
51,027,318 

0施設入所支援0補装具や日常生活用具、特別
•利用者数 1, 163人

障害者手当等を支給すること
•利用実績 延 426,797日

で、障がい者の日常生活を支援

0補装具
・給付件数 3,204件

0日常生活用具
・給付件数 30,201件

0特別障害者手当等
・受給者数 延 19,201人
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イ 多様性を認め合い、大切にし合うまちづくり

、,̀̀

64,820千円
46,642千円）

障害者差別解消法や福岡市障がい者差別解消条例の趣旨を踏まえながら、全ての人が互いに尊重し、支え
合う共生社会の実現に向け、差別解消の推進に取り組んだ。

＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0啓発動画・パンフレット等によ
る広報・啓発を実施

0障害者差別解消法及び条例に 0障がいや差別解消に関する理解
基づき、差別の解消を推進 を深めるため、地域団体からの依
・啓発活動等の実施 頼に基づき、障がい当事者等の講
・相談窓口の運営 師派遣を実施 20回

差別解消の推進 64,820 
・障がい者差別解消推進会議等
の開催 0差別に関する相談対応 32件

0障がいのある人の権利擁護の 0差別解消推進会議の開催 2回
ため、成年後見人等の市長申立
支援、報酬助成を実施 0成年後見等の市長申立 7件

0一定の基準に該当する後見人等
の報酬助成 143件
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ウ 誰もがいきいきと暮らせる環境づくり 2,707,880千円
( 2,512,848千円）

障がい者のエ賃向上の支援や外出支援の拡充等に取り組んだ。
また、障がい者スポーツセンターの老朽化への対応と合わせて、機能強化に向けた検討に取り組むなど、
障がい者スポーツの振興を函るとともに、レクリエーション・文化芸術活動を推進するなど、障がいのある
人の社会参加を促進した。

＊：新規、＊：拡充

事業内容
項目名 決算額（千円）

これまでの取組み 7年度の取組み

OI CTを活用した就労実証事業
・パソコンを活用し、外出が困難
な障がい者が自宅にいながら市の
業務に従事する実証事業を実施

0エ賃向上支援センター
・企業開拓による受注実績

71,463千円

OI CTを活用して、外出困難 ・事業所への伴走型コンサルティ
ング

な重度障がい者等が自宅で就労 56施設延158回
する実証事業を実施

・エ賃向上オンラインセミナー参

0企業開拓や契約、受注に向け 加者数 延80施設延129人
た事業所の体制づくり等、一体

・合同販売イベント 参加施設
障がい者就労支援等 200,024 的な支援を行うセンターによる 延40施設売上額412千円

工賃向上の支援を実施 •ときめきショップの運営

〇障がい者就労支援センターに
売上額7,994千円

・区役所等庁舎での出店販売
おいて、就職を希望する障がい

売上額7,179千円
者への個別支援や、就労移行支

・優先調達のコーディネート件数
援事業所等への支援、企業への 49件
啓発・助言を実施

0障がい者就就労職支援件数センター
・障がい者の 69件
・事業所等への技術的支援

521件
・障がい者雇用サポートデスクの
活用件数（企業支援） 1,366件
・障がい者雇用に関する企業セミ
ナーヘの参加企業数 366社
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＊：新規、＊：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0同行援護
•利用者数 556人
•利用実績 延145,495時間

0同行援護や移動支援等、視覚 女移動支援
•利用者数 1,478人

障がい等のため外出が困難な障
•利用実績 延203,624時間

がい児・者に対し、ヘルパーに

障がい者の外出支援等 1,811, 175 よる移動の支援を実施 女行動援護

0障がい者の社会活動の範囲拡 •利用者数 108人

大のため、外出に係る費用を一
•利用実績 延17,756時間

部助成 0福祉乗車券、福祉乗車証
・交付者数 15,830人

0福祉タクシー利用券
・交付者数 6, 719人

0障がい者スポーツセンター
0障がい者の社会参加を促進す •利用者数 延88,672人
るため、障がい者スポーツセン

障がい者の社会参加促進 696,681 ターで、各種スポーツ教室や大 0障がい者フレンドホーム
会等を実施するとともに、障が •利用者数 延103,044人
い者フレンドホームで絵画や書
道等の文化教室等を実施 ＊障がい者スポーツセンターの機

能強化に向けた調査・検討を実施
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5次期「保健福祉総合計画」の策定に向けた検討
＇``ヽ

次期「保健福祉総合計画」の策定に向けた検討
＇``ヽ

令和7年度決算額
（前年度決算額）

8,326千円
一千円）

8,326千円
一千円）

現行計画の計画期間（令和3~8年度）の後、令和9年度以降も効果的な保健・医療・福祉に関する施策
を総合的、計画的に推進するため、次期計画策定に向けた検討を行った。

＊：新規、女：拡充

項目名 決算額（千円）
事業内容

これまでの取組み 7年度の取組み

0 「保健福祉総合計画」 （計画
期間：令和3~8年度）に基づ ＊次期保健福祉総合計画（計画

次期「保健福祉総合計 8,326 き、誰もが住み慣れた家庭や地 期間：令和9~14年度）の策定
画」の策定に向けた検討 域で安心して暮らし続けること に向け、計画素案の作成や成果

ができる社会の実現に向けた取 指標に係る市民アンケート調査
組みを推進 等を実施
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3 款項目別説明資料

(1)一般会計（議案第157号） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

一般会計款項目別執行状況（歳入）

ページ 予算 お斗 日 予旱現．額

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 塁別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰右越当財源額
(B) 

明 書
(A) 

17款

分担金及び負担金 134,670 134,670 132,276 

P16 1項

I 負担金 134,670 134,670 132,276 
P17 

3目

保健福祉費 134,670 134,670 132,276 
負 担 金

18款

使用料及び手数料 20,097 20,097 19,050 

P20 1項

I 使用料 20,046 20,046 18,948 
P23 

3目

保健福祉 20,046 20,046 18,948 
使 用 料

2項

手数料 51 51 92 
P28 

I 3目

P29 保健福祉 51 51 92 
手 数 料

3項

収入証紙収入 10 
P32 

I 1目

P33 収入証紙 10 
収 入
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（単位：千円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

129,048 919 2,310 △5,622 

129,048 919 2,310 △5,622 

129,048 919 2,310 △5,622 1.障がい福祉費負担金 882 
2.高齢福祉費負担金 128, 166 

19,050 △1,047 

18,948 △1,098 

1.心身障がい福祉センター使用料 1,207 
2.障がい者スポーツセンター使用料 158 
3.障がい者フレンドホーム使用料 82 

18,948 △1,098 4.保健福祉施設使用料 2,721 
5.市民福祉プラザ使用料 14, 779 

92 41 

92 41 保健福祉証明等手数料

10 10 

10 10 
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

19款
国庫支出金 94,937,962 6,562,760 2,449,299 103,950,021 96,168,030 

P34 1項
I 国庫負担金 85,784,739 4,138,074 89,922,813 85,895,492 

P35 

2目

保健福祉費 85,784,739 4,138,074 89,922,813 85,895,492 

国庫負担金

2項

国庫補助金 9, 114, 501 2,424,686 2,449,299 13,988,486 10,231,977 

P36 
I 

P39 

3目

保健福祉費 3,144,942 404,921 141,027 3,690,890 2,707,172 

国庫補助金

12目

P42 緊急経済

I 対 策 費 5,969,559 2,019,765 2,308,272 10,297,596 7,524,806 

P43 国庫補助金

3項

委託金 38,722 38,722 40,561 

P44 
I 3目

P45 保健福祉費 38,722 38,722 40,561 

委 託 金
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（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

96,168,030 3,747,241 △4,034,750 

85,895,492 2,664,087 △1,363,234 

1.障がい福祉費負担金 25,997,026 
2.介護保険費負担金 848,816 

85,895,492 2,664,087 △1,363,234 3.生活保護費負担金 58,852,210 

4.中国残留邦人等支援費補助金 167, 672 
5.社会福祉費負担金 29,769 

10,231,977 1,083, 154 △2,673,355 

1.社会福祉費補助金 419,362 
2.障がい福祉費補助金 657,965 
3.障がい福祉施設整備費補助金 126,912 

2, 707, 172 74,798 △908,920 4.高齢福祉費補助金 991,437 
5.生活保護費補助金 471,878 
6.介護保険事業費補助金 37,176 
7.デジタル基盤改革支援補助金 2,442 

7,524,806 1,008,356 △1,764,434 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

40,561 1,839 

1.社会福祉統計事務費委託金 10, 381 

40,561 1,839 2.生活保護費委託金 22,605 
3.社会福祉費委託金 7,575 
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

20款
県支出金 15,464,185 240,359 61,488 15,766,032 14,208,697 

P44 1項
I 県負担金 13,490, 161 626,016 14, 116, 177 13,204,336 

P47 

2目

保健福祉費 13,490, 161 626,016 14, 116, 177 13,204,336 

県負担金

2項

県補助金 1,973,378 △385,657 61,488 1,649,209 1,003,747 

P46 
I 3目

P49 保健福祉費 1,973,378 △385,657 61,488 1,649,209 1,003,747 

県補助金

3項

委託金 646 646 614 
P52 
I 3目

P53 保健福祉費 646 646 614 
委 託 金

21款
財産収入 91,243 91,243 76,578 

P54 1項
I 財産運用収入 91, 122 91,122 76,438 
P55 

1目

財産貸付 79,873 79,873 64,822 
収 入
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（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

14,208,697 309,660 △1,247,675 

13,204,336 △911,841 

1.介護保険費負担金 424,408 
13,204,336 △911,841 2.障がい福祉費負担金 12,779,928 

1,003,747 309,660 △335,802 

1.社会福祉費補助金 13,750 
1,003,747 309,660 △335,802 2.高齢福祉費補助金 450,871 

3.障がい福祉費補助金 313,491 
4.地域医療介護総合確保 225,635 
基金事業補助金

614 △32 

614 △32 遺家族等援護事務費委託金

76,578 △14,665 

76,438 △14,684 

64,822 △15, 051 1.土地貸付収入 31, 130 
2.建物等貸付収入 33,692 
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

P54 2目

I 利子及び 11, 249 11,249 11,616 
P55 配 当 金

2項

財産売払収入 121 121 140 

P58 2目

I 物品売払 121 121 140 
P59 収 入

22款

寄附金 73,044 25,912 98,956 157,647 

P60 1項
I 寄附金 73,044 25,912 98,956 157,647 
P61 

3目

保健福祉費 73,044 25,912 98,956 157,647 
寄 附 金

23款

繰入金 1,104,978 1,104,978 631,620 

P64 8項
I 地域保健福祉振興基金 434,030 434,030 
P65 繰入金

1目
地域保健福祉 434,030 434,030 
振興基金

繰 入 金

10項

介護保険事業特別会計 670,948 670,948 631,620 
P66 繰入金
I 1目
P67 介護保険事業 670,948 670,948 631,620 

特別会計

繰 入 金
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（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

1.民間社会福祉事業従事職員 455 
11,616 367 福利厚生基金利子収入

2.地域保健福祉振興基金 11, 161 
利子収入

140 19 

140 19 

157,647 58,691 

157,647 58,691 

157,647 58,691 1.社会福祉費寄附金 44,540 
2.高齢福祉費寄附金 66,205 
3.障がい福祉費寄附金 46,902 

631,620 △473,358 

△434,030 

△434,030 地域保健福祉振興基金受入金

631,620 △39,328 

631,620 △39,328 介護保険事業特別会計受入金
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

25款
諸収入 1,333,526 55,502 1,389,028 4,664,488 

2項

保険料収入 84,162 2,603 86,765 54,239 

1目
保 険 料 84,162 2,603 86,765 54,239 

P70 収 入

I 

P71 4項

貸付金元利収入 64,690 64,690 614,821 

2目

保健福祉費

貸 付 金 64,690 64,690 614,821 
元利収入
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（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

1, 357, 131 234,783 3,072,574 △31,897 

54,239 △32,526 

54,239 △32,526 1.雇用保険料収入 3,856 
2.厚生年金保険料収入 50,384 

52,092 44,326 518,404 △12,598 

1.生活保護世帯等一時貸付金 26,671 
2.災害援護資金貸付金 13,537 

52,092 44,326 518,404 △12,598 3.災害援護臨時貸付金 11,884 
※不納欠損額のうち、福岡市債権管理条例第7条

の規定に基づく債権放棄をしたもの

70件42,803千円
1.生活保護世帯等一時貸付金

36件 529千円
ア条例第7条第1号に基づくもの

6件 153千円
イ 条例第7条第5号に基づくもの

30件 376千円
2.災害援護資金貸付金

17件 26,522千円
ア条例第7条第1号に基づくもの

2件 2,823千円
イ 条例第7条第5号に基づくもの

15件 23,699千円
3.災害援護臨時貸付金

17件 15,752千円
ア条例第7条第1号に基づくもの

1件 1,095千円
イ 条例第7条第5号に基づくもの

16件 14,657千円
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

8項

福祉費収入 233,997 233,997 223,800 

2目

P74 保健福祉費

I 収 入 233,997 233,997 223,800 
P75 

10項

受託事業収入 24,543 24,543 27,376 

2目

保健福祉費

受託事業 24,543 24,543 27,376 
収 入

12項

雑入 926,134 52,899 979,033 3,744,251 

P76 1目
I 違約金及び

P77 延納利息 1 1 53 

4目

P78 保健福祉費 187,668 187,668 190,029 
I 雑 入

P79 
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（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

223,800 △10, 197 

223,800 △10, 197 介護給付費等収入（障がい）

27,376 2,833 

27,376 2,833 製品加工受託収入

999,624 190,457 2,554,170 20,591 

53 52 

1.心身障害者扶養共済掛金収入 32,310 
189,544 485 1,876 2.年金給付金 137,280 

3.後期高齢者医療制度事業費委託金 19,954 
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ページ 予準 科目 予旱埠．咎貝

決 算 繰越事業費
計
調定額

事 儡別 款•項 目 当初予算額 補正予算額 繰充越当財源額
(B) 

明書t
(A) 

P80 13目
I その他の 738,465 52,899 791,364 3,554,169 
P81 雑 入

26款
市債 1, 141, 333 △1,000 352,000 1,492,333 649,000 

P82 1項
I 市債 1, 141, 333 △1,000 352,000 1,492,333 649,000 
P83 

3目

保健福祉債 1, 141, 333 △1,000 352,000 1,492,333 649,000 

歳 入 合 計 114, 301, 038 6,883,533 2,862,787 124,047,358 116, 707, 386 



42

（単位：壬円）

収入済額
不納

収入未済額
翌年度

差引過不足額
欠損額 繰越額 説 明

(C) 
(D) 

(B)-(C)-(D) 
(E) 

(C)+(E)-(A) 

※不納欠損額のうち、福岡市債権管理条例第7条

の規定に基づく債権放棄をしたもの

42件 7,437千円
810,027 190,457 2,553,685 18,663 1.高齢者用電話利用料

37件 432千円
ア条例第7条第4号に基づくもの

1件 4千円
イ 条例第7条第5号に基づくもの

36件 427千円
2.身体障がい者福祉電話利用料

1件 55千円
・条例第7条第5号に基づくもの

3.福岡市地域活動支援センター補助金返還金

1件 6,595千円
・条例第7条第4号に基づくもの

4.心身障害者扶養共済

3件 355千円
・条例第7条第5号に基づくもの

649,000 360,000 △483,333 

649,000 360,000 △483,333 

1.老人福祉施設整備債 463,000 
649,000 360,000 △483,333 2.社会福祉施設整備債 186,000 

3.災害援護資金貸付事業債

113, 396, 801 235,702 3,074,883 4,416,901 △6,233,656 
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一般会計款項目別執行状況（歳出） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない揚合がある。

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

4款

保健福祉費 182,546,554 9,474,251 2,966,300 194,987,105 

1項
社会福祉費 10,175,847 898,838 1, 272, 167 12,346,852 

P136 1目

s 社会福祉 10,175,847 898,838 1, 272, 167 12,346,852 
P50 

総 務 費

P137 
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支出済額
(B) 

186,106,053 

10,379,626 

10,379,626 

（単位：千円）
| 

翌年度
不用額 1繰越額 説 明

(C) 
(A)-(B)-(C) 

5,251,073 3,629,979 

1, 967, 226 

1.一般職職員給与費等 1, 642, 196 
一般職職員 176人（うち会計年度任用職員 38人）

2.保健福祉総合計画推進等経費 13,298 

3.民生委員経費 371,544 
令和8年3月末現在 2,325人（定数 2,571人）

4.市民福祉プラザ経費 414,245 
（市民福祉プラザ運営経費、市民福祉プラザ整備）

5.バリアフリーのまちづくり推進経費 12,078 
（バリアフリーのまちづくり推進経費、福祉有償運送）

— ,1,967,2261 6.地域での支え合い活動支援経費 166, 057 

（地域での支え合い活動支援経費、見守り推進プロジェクト、地域
と連携した包括支援事業（重層）等）

7.生活保護世帯等一時貸付金
延 2,386件

8.福祉バス運営経費

45,960 

49,645 

9.社会福祉関係負担金、補助及び交付金 616,349 
（社会福祉協議会補助金、日常生活自立支援事業補助金等）

10.生活困窮者自立支援法関連経費 474,254 

ア．生活困窮者自立支援事業 251, 671 
（生活自立支援センター運常事業、生活自立支援センター分室運営

事業等）

イ．ホームレス自立支援事業（自立相談支援） 110,643 
（就労自立支援センター（相談）、巡回相談・アフターケア事業等）

ウ．ホームレス自立支援事業（一時生活支援） 111, 229 
（就労自立支援センター（運営）、シェルター（運営） 等）

エ．事務経費 710 
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

［ 
ド

P136 1目

s P51 社会福 祉

総務 費レ
P137 

3項
高齢福祉費 30,190,932 944,226 1,067,644 32,202,802 

P146 P59 1目

s I 高 齢 福 祉 9,519,262 702,525 1,067,644 11, 289, 431 
総 務 費

P149 P60 



46

（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
(B) 繰越額

(A)-(B)-(C) 
説 明

(C) 

11.中国残留邦人等に対する支援 225,898 

12.物価高騰緊急支援給付金 6, 232, 166 

13.その他の経費 115,937 
（成年後見推進センター運営事業、おむつサービス事業等）

29,474,291 1,553,086 1,175,425 

1. 一般職職員給与費等 629,163 
一般職職員 90人（うち会計年度任用職員 34人）

2. 在宅要援護高齢者対策費 119,824 

ア．高齢者施策等広報経費 3,543 

イ．旧市立デイサービスセンター管理経費 4,383 

ウ．生活支援事業 31,833 
（生活支援ハウス運堂事業、日常生活用具等）

エ．要介護高齢者支援 72,552 

（あんしんショートステイ事業、認知症疾患医療
センター運堂等事業等）

8,951,312 1,553,086 785,033 
オ．住宅整備経費 7,514 

3.生きがい対策費 2,635,928 

ア．シルバ一人材センター助成 81,663 

イ．福岡10 0プラザ事業費 559,754 
（福岡100プラザ整備、福岡100プラザ管理）

ウ．いこいの家事業費 161,670 
（いこいの家整備、いこいの家運営）

設置校区数 147校区
整備件数 移転 1か所

エ．ふくふくクラブ福岡活動費助成等 119,987 
（ふくふくクラブ福岡活動助成等）
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

P146 P60 

［ 
1目

］ s I 高齢福 祉

総務 費

P149 P61 

P148 3目

s P61 介護保険費 20,671,670 241,701 20,913,371 

P149 
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（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
(B) 繰越額

(A)-(B)-(C) 
説 明

(C) 

オ．全国健康福祉祭参加費助成等 9,070 

カ．敬老祝品等 6,793 

キ．高齢者乗車券交付事業 1, 696, 991 

4.施設福祉対策費 1,700, 167 

ア．老人保護措置費 722,584 

(1)扶助費 721,050 
月平均措置人員

養護老人ホーム 267.0人

(2)事務費 1,534 

イ．介護施設等整備費 350,821 

（介護施設整備費助成、高齢者施設等改修・設備
整備事業）

ウ．軽費老人ホーム運営費助成等 626, 761 

5.介護保険実施円滑化事業 28,960 
（介護保険実施円滑化事業、離島等対策事業）

6.その他の経費 3,837,271 

ア．健康先進都市推進経費 37,290 

イ．重度化防止の推進 13,185 

（要介護状態改善等評価事業、介護サービス利用者
の社会参加活動促進事業）

ウ．その他の経費 3,786,796 

（いきいきセンターふくおか運営等経費、介護施設等物価高騰対策支援金
（高齢）、福祉人材確保事業等）

介護保険事業特別会計への繰出金

20,522,979 390,392 （介護給付費負担金、事務費等繰出金、
低所得者保険料軽減負担金、地域支援事業費負担金）
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

4項
障がい福祉費 59,555,302 2,893,822 623,680 63,072,804 

P148 P62 1目

s I 障がい保健 59,555,302 2,893,822 623,680 63,072,804 
福 祉 費

P151 P63 
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（単位：千円）

支出済額
(B) 

翌年度
繰越額
(C) 

不用額
(A)-(B)-(C) 

説 明

62, 499, on I 275, 031 I 298, 701 

1.一般職職員給与費等 1,160,628 
一般職職員 184人（うち会計年度任用職員 77人）

2.自立支援給付 55,762,672 

ア．障がい福祉サービス（在宅） 13,613,598 
（ホームヘルブサービス事業、短期入所、同行援護、行動援護）

イ．障がい福祉サービス（グループホーム等） 7,511,696 

（障がい者グループホーム訓練等給付費等、障がい者グループ
ホーム設置促進等事業等）

ウ．障がい福祉サービス（施設） 29,045,232 
（障がい者施設介護給付費等、フレンドホーム生活介護等）

62, 499, 072 I 275, 031 I 298, 701 
エ．自立支援医療

(1)更生医療

受給者証所持者 5,217人

オ．補装具

給付件数（障がい児） 690件
（障がい者） 2,514件

力．その他の事業

（計画相談支援事業、障害者総合支援法施行経費、
強度行動障がい者支援事業等）

3.地域生活支援事業

ア．相談支援事業

（障がい者虐待防止・基幹相談支援センター事業、
障がい者の地域生活支援機能強化事業等）

3,989,113 

350,298 

1,252,735 

2, 077, 107 

845,037 

イ．コミュニケーション支援事業 53,710 

（手話通訳者・要約筆記者等養成及び派遣、タブレット
活用による障がい者サービス向上事業等）

ウ．日常生活用具 342,001 
給付件数 30,201件

エ．移動支援 690,145 
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

P148 P63 

［ 
1目

］ s I 障がい保健

福祉費

P151 P64 
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（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
(B) 繰越額

(A)-(B)-(C) 
説 明

(C) 

オ．その他の事業 146,214 
（重度障がい者入浴サービス、日中一時支援等）

4.在宅障がい児・者援護費 986, 115 

ア．福祉手当 950,640 

(1)特別障害者手当等
支給延人員 19, 201人

(2)市の福祉手当

支給人員 19,564人

(3)外国人重度心身障がい者給付金

支給人員 0人

イ．福祉電話等 1,635 

ウ．緊急通報システム 3,545 

エ．住宅整備経費 20,359 

オ．障がい者配食サービス

カ．在宅酸素療法者に対する電気料助成事業 9,936 

5.社会参加促進費 878, 331 

ア．社会参加促進事業 414,954 
（公共交通機関費用助成、タクシー料金助成）

イ．障がい者就労促進費 152,427 

（障がい者就労支援センター運営等経費、
ICT活用による就労等支援事業）

ウ．地域活動支援センター補助金 269,655 
地域活動支援センター 17箇所

エ．障がい者スポーツ・レクリエーション振興 41,295 
（障がい者スポーツ振興事業等）

6.福祉活動促進費 126,806 

ア．福祉啓発 24,874 
（障がい者差別解消条例施行関連経費、福祉啓発）
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

P148 P64 

［ 
1目

］ s I 障がい保健

福祉費

P151 P65 

5項
生活保護費 82,600,000 4,737,161 2,809 87,339,970 

P150 

s P67 
1目

P151 生 活 保 護 3,441,828 129,350 3,571,178 
総 務 費
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（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
(B) 繰越額

(A)-(B)-(C) 
説 明

(C) 

イ．福祉活動促進 3,355 

ウ．事業団事務局 50,980 

エ．障がい者エ賃向上関連経費 47,597 

7.市立障がい者施設運営等経費 1,033, 367 

ア．フレンドホーム運営 210,587 

イ．点字図書館運営 45,520 

ウ．障がい者スポーツセンター運営 186,970 

エ．心身障がい福祉センター運営 300,190 

オ．障がい者生活・就労支援施設運営 50,548 

カ．市立障がい者施設改善費 239, 551 
（市立障がい者施設改善、市立障がい者施設緊急修繕費）

8.障がい福祉施設整備費 2,674 
（就労等支援施設整備）

9.障がい者更生相談所経費 13, 756 

10.その他の経費 457,616 
（心身障害者扶養共済、介護施設等物価高騰対策支援金
（障がい）、障がい者福祉避難所運営体制強化事業、
訪問型在宅レスパイト事業等）

83,738,033 3,422,956 178, 981 

1.一般職職員給与費等 3,542,787 
一般職職員 516人（うち会計年度任用職員 78人）

3,549,602 21,576 
2.その他の経費 6,815 
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（歳出）

ページ 予算科目 予 算 現 額

決算 主要施 繰越事業費
予備費支出

計
事項別 策成果 款•項 目 当初予算額 補正予算額

繰越額
及び (A) 

明細書 説明書 流用増減

P150 P67 2目

＼ I 保 護 費 79, 158, 172 4, 607, 811 2,809 83,768,792 

P153 P68 

6項
災害救助費 24,473 204 24,677 

P152 

s P68 1目
災害救助費 24,473 204 24,677 

P153 

歳 出 合 計 182,546,554 9,474,251 2,966,300 194,987, 105 
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（単位：千円）

支出済額
(B) 

翌年度
繰越額
(C) 

不用額
(A)-(B)-(C) 

説 明

1.一般職職員給与費等 151,066 
一般職職員 32人（うち会計年度任用職員 32人）

2.扶助費 78,787,453 

80, 188, 431 I 3,422, 9561 157, 405 

ア．生活保護費

保護世帯（年度平均） 34,194世帯
保護人員（年度平均） 42,005人
保護率 （年度平均） 25. 14%。

イ．自立支援事業等

ウ．就労自立給付金

エ．進学・就職準備給付金

3.その他の経費

ア．生活保護自立支援プログラム経費

78,735,945 

5,350 

21, 159 

25,000 

1,249,911 

531,906 

（被保護者就労支援事業、子どもの健全育成支援事業等）

イ．その他の経費 718,006 
（生保適正化、被保護者健康管理支援事業等）

要保護世帯向け不動産担保型生活資金 17世帯

15,032 9,645 

15,032 9,645 

1.一般職職員給与費等 4,421 
一般職職員 1人（うち会計年度任用職員 1人）

2.災害救助費 10, 611 
災害救助金交付金（災害見舞金等） 43件

186, 106, 0531 5,251, 0731 3,629,979 
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(2)介護保険事業特別会計（議案第160号）

令和7年度介護保険事業特別会計基数表

区 分 令和7年度当初予算 令和7年度決算(※1)差引増減（△）

第1号被保険者数 366,200人 361,381人 △ 4,819人

人 口 うち前期高齢者数 163,700人 162,418人 △ 1,282人

うち後期高齢者数 202,500人 198,963人 △ 3,537人

要支援 1 14,550人 14,867人 317人

要支援 2 11,060人 11,075人 15人

要介護 1 15,820人 15,737人 △ 83人

要介護 要介護 2 11,460人 11,446人 △ 14人
認定者数 要介護 3 9,350人 9,110人 △ 240人

要介護 4 8,640人 8,136人 △ 504人

要介護 5 6,200人 5,519人 △ 681人

合 計 77,080人 75,890人 △ 1, 190人

＾ J l 在宅サービス 48,110人 48,175人 65人
護

介護老人福祉施設（※2) 6,010人 5,825人 △ 185人サ
| 

介護老人保健施設 2,210人 2, 165人 △ 45人ビ
ス
施設サービス

利
介護医療院 710人 665人 △ 45人

用
計 8,930人 8,655人 △ 275人者

数 合 計 57,040人 56,830人 △ 210人

利用者一人当たりの給付額
在宅サービス 137,158円 137,884円 726円

（月額）
施設サービス 295,529円 302,900円 7,371円

※1 令和7年度決算における各人員は年間平均

※2 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を含む
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令和7年度介護保険事業

歳 入

科 目 予算現額 収入済額 差引過不足額

＾ J l 護 保 険 料 28,295,851 28,883,051 587,200 

使用料及び手数料 18,102 15,622 △ 2,480 

国 介護給付費負担金 21,727,932 21,755,841 27,909 

調 整 交 付 金 4,496,045 4,672,064 176,019 

庫 地域支援事業交付金 1,477,062 1,441,870 △ 35,192 

介護保 険 災害
120 64 △ 56 

支
臨時特例補助金

保険者機能強化推進交付金 91, 671 82,505 △ 9,166 

介護保険保険者
186, 779 186, 782 3 出 努力支淫交付金

介護保険事業費補助金 39,765 17,481 △ 22,284 

金 計 28,019,374 28,156,607 137,233 

交支 介護給付費交付金 31,942,178 31,942,179 1 

付払
基
地域支援事業支援交付金 1,409,568 1,410,860 1,292 

金金 計 33,351,746 33,353,039 1,293 

県 介護給付費負担金 16,720,987 16,693,078 △ 27,909 

支 地域支援事業交付金 767,337 766,241 △ 1,096 

出 地域医療介護総合確保
1, 709 1,589 △ 120 其令車堂雄助令

金 計 17,490,033 17,460, 908 △ 29,125 

財 産 収 入 11,565 11,566 1 

繰 入 金 21,300,121 20,522,979 △ 777,142 

繰 越 金 1,546,062 1,546,062 

゜諸 収 入 68,029 67,045 △ 984 

ア

歳 入 合 計 130,100,883 130,016,879 △ 84,004 
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特別会計決算総括表

（単位：千円）

歳 出

科 目 予算現額 支出済額 不用額

総 般 血巨 理 費 3,779,371 3,535,944 243,427 

務 災害臨時特例費 738 334 404 

費 計 3,780,109 3,536,277 243,832 

保 居宅介護サービス等費 53,964,876 53,964,822 54 

地域密着型介護サービス等費 21,304,945 21,021,566 283,379 

居宅介護サービス計画等費 6,417, 791 6,417,790 1 
険
施設介護サービス費 29,513,632 29,179,132 334,500 

福祉用具購入等費 222,160 221,430 730 

給 住 宅 改 修 等 費 417,691 365,045 52,646 

高額サービス等費 3,490,696 3,417,848 72,848 

付
高額医療合算介護サービス費 550,537 534,530 16,007 

特定入所者介護サービス等費 2,332,221 2,036,213 296,008 

審査支払手数料 89,819 89,769 50 

費 計 118, 304, 368 117,248, 145 1,056,223 

事地
介護予防・日常生活支援 4,813,332 4,763,374 49,958 
総 合 事 業 費

業域
支
包括的支援事業・任意事業費 884,489 852,533 31,956 

費援 計 5, 697, 821 5,615,907 81,914 

基 金 積 上＇L 金 863,816 863,815 1 

諸 支 出 金 1,454, 769 1,380,512 74,257 

イ

歳 出 合 計 130,100,883 128,644,656 1,456,227 

※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

収支差（アーイ） 1ユ 223



61

介護保険事業特別会計（歳入） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

ページ 予 異 科 目 予 異 現 額

決算 繰越事業 計
調定額

事明項細別書
款•項 目 当初予算額 補正予算額 費繰越財

源充当額 (A) (B) 

1款
介護保険料 28,295,851 28,295,851 29,424,444 

1項
介護保険料 28,295,851 28,295,851 29,424,444 

1目
第1号被保険者 28,295,851 28,295,851 29,424,444 
保険料

2款
使用料及び手数料 18,102 18,102 15,622 

1項

手数料 16,205 16,205 13,250 

1目

手数料 16,205 16,205 13,250 

2項

収入証紙収入 1,897 1,897 2,372 

1目

収入証紙収入 1,897 1,897 2,372 

3款

P262 国庫支出金 27,670,378 348,996 28,019,374 28,156,607 
I 

P263 1項

国庫負担金 21,436,415 291,517 21,727,932 21,755,841 

1目

介護給付費 21,436,415 291,517 21,727,932 21,755,841 

負担金

2項
国庫補助金 6,233,963 57,479 6,291,442 6,400,766 

1目

調整交付金 4,440,657 55,388 4,496,045 4,672,064 

2目

地域支援事業 1,474,971 2,091 1,477,062 1,441,870 

交付金

3目

介護保険災害 120 120 64 
臨時特例補助金

P262 4目
I 保険者機能強化 91,671 91,671 82,505 

P265 推進交付金

P264 5目

s 介護保険保険者 186,779 186,779 186, 782 

P265 努力支援交付金
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（単位：千円）

収入済額
不納 収入 翌年度 差引過
欠損額 未済額 繰越額 不足額 説 明

(C) (D) (B) - (C) - (D) (E) (C) + (E) - (A) 

28,883,051 160,698 380,695 587,200 

28,883,051 160,698 380,695 587,200 

28,883,051 160,698 380,695 587,200 
1. 現年賦課分 28, 813, 841 

2. 滞納繰越分 69,210 

15,622 △2,480 

13,250 △2,955 

13,250 △2,955 介護サービス事業者指定

申請等手数料

2,372 475 

2,372 475 介護サービス事業者指定

申請等手数料収入証紙収入

28,156,607 137,233 

21,755,841 27,909 

21,755,841 27,909 

6,400,766 109,324 

4,672,064 176,019 

1,441,870 △35,192 

64 △ 56 

82,505 △9,166 

186,782 3 
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介護保険事業特別会計（歳入） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

ページ 予 異 科 目 予 異 現 額

決算 繰越事業 計
調定額

事明項細別書
款•項 目 当初予算額 補正予算額 費繰越財

源充当額 (A) (B) 

6目

介護保険 39,765 39,765 17,481 

事業費補助金

4款

支払基金交付金 32,955,827 395,919 33,351,746 33,353,039 

1項
支払基金交付金 32,955,827 395,919 33,351,746 33,353,039 

1目

介護給付費 31,548,631 393,547 31,942,178 31,942,179 

交付金

2目

地域支援事業 1,407,196 2,372 1,409, 568 1,410,860 

支援交付金

5款

県支出金 17,306,737 183,296 17,490,033 17,460,908 

1項

P264 県負担金 16,538,789 182, 198 16,720,987 16,693,078 
I 

P265 1目

介護給付費 16,538,789 182, 198 16,720,987 16,693,078 
負担金

2項
県補助金 767,948 1, 098 769,046 767,830 

1目

地域支援事業 766,239 1, 098 767,337 766, 241 

交付金

2目

地域医療介護
1,709 1,709 1, 589 

総合確保基金

事業補助金

6款

財産収入 11,565 11, 565 11, 566 

1項
財産運用収入 11, 565 11, 565 11, 566 

1目

利子及び 11, 565 11, 565 11, 566 

配当金

7款

繰入金 20,698,544 601,577 21,300, 121 20,522,979 

P266 1項
s 一般会計繰入金 20,671,670 241,701 20,913,371 20,522,979 

P267 
1目

一般会計
20,671,670 241,701 20,913,371 20,522,979 

繰入金
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（単位：千円）

収入済額
不納 収入 翌年度 差引過
欠損額 未済額 繰越額 不足額 説 明

(C) (D) (B) - (C) - (D) (E) (C) + (E) - (A) 

17,481 △22,284 

33,353,039 1,293 

33,353,039 1,293 

31,942,179 1 

1,410,860 1,292 

17,460,908 △29,125 

16,693,078 △27,909 

16,693,078 △27,909 

767,830 △ 1, 216 

766,241 △ 1,096 

1,589 △ 120 

11,566 1 

11,566 1 

11,566 1 介護給付費準備基金利子収入

20,522,979 △ 777, 142 

20,522,979 △390,392 

・介護給付費負担金 14,654,523 
20,522,979 △390,392 ・地域支援事業費負担金 757,291 

・事務費等繰入金 3,471,785 
・低所得者保険料軽減負担金 1, 639, 380 
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介護保険事業特別会計（歳入） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

ページ 予 異 科 目 予 異 現 額

決算 繰越事業 計
調定額

事明項細別書
款•項 目 当初予算額 補正予算額 費繰越財

源充当額 (A) (B) 

2項
介護給付費準備基金繰入金 26,874 359,876 386,750 

1目

介護給付費 26,874 359,876 386,750 
準備基金
繰入金

8款

繰越金 835,000 711, 062 1, 546, 062 1, 546, 062 

1項
繰越金 835,000 711, 062 1, 546, 062 1, 546, 062 

1目

繰越金 835,000 711, 062 1, 546, 062 1, 546, 062 

9款
諸収入 66,468 1, 561 68,029 448,612 

1項
延滞金、加算金及び過料 757 757 257 

1目

P266 延滞金、加算金
757 757 257 s 及び過料

P269 
2項
保険料収入 64,628 1, 561 66,189 41,337 

1目
保険料収入 64,628 1, 561 66,189 41,337 

3項

雑入 1,083 1,083 407,019 

1目
介護給付費

1 1 405,871 
返還金

2目
雑入 1,082 1, 082 1, 148 

歳 入 合 計 127,858,472 2,242,411 130,100,883 130,939,838 
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（単位：千円）

収入済額
不納 収入 翌年度 差引過
欠損額 未済額 繰越額 不足額 説 明

(C) (D) (B) - (C) - (D) (E) (C) + (E) - (A) 

△386,750 

△386,750 介護給付費準備基金受入金

1,546,062 

゜
1,546,062 

゜
1,546,062 0前年度繰越金

67,045 368 381,199 △984 

257 △ 500 

257 △ 500 税外収入延滞金

41,337 △24,852 

41,337 △24,852 
1.雇用保険料収入 2,610 

2.厚生年金保険料収入 38,727 

25,452 368 381,199 24,369 

24,304 368 381,199 24,303 

1, 148 66 その他の雑入

130,016,879 161,066 761,894 △84,004 
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介護保険事業特別会計（歳出） ※単位未満を端数処理しているため合計と合わない場合がある。

ページ 予昇科目 予 算 現 額

決事明項細算書別 主策説要成明施果書
＇ 

, --

予備費支出 計款•項 目 当初予算額 補正予算額 費 及び
繰越額 流用増減 (A) 

1款
総務費 3,730,704 49,405 3,780,109 

1項
総務管理費 3,730,704 49,405 3,780,109 

P270 

s P137 1目

P271 一般管理費 3,729,966 49,405 3,779,371 

2目
災害臨時特例費 738 738 

2款
保険給付費 116,846,783 1,457,585 118,304,368 

1項
介護サービス等諸費 116, 846, 783 1, 457, 585 118, 304, 368 

1目
介護サービス等

116,846,783 1,457,585 118,304,368 給付費

P270 P137 

s I 
P273 P139 

3款
地域支援事業費 5,678,472 19,349 5,697,821 

1項
地域支援事業費 5,678,472 19,349 5,697,821 

P272 

s P139 1目

P275 
介護予防・ 4,799,776 13,556 4,813,332 
日常生活支援
総合事業費
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（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
繰越額

説 明
(B) (C) (A) - (B) - (C) 

3,536,277 243,832 

3,536,277 243,832 

1.一般職職員給与費等 2,086,345 
3,535,944 243,427 一般職職員 336人（うち会計年度任用職員 143人）

2.一般管理費 1,449, 599 

334 404 

117,248,145 1,056,223 

117,248,145 1,056,223 

1.居宅介護サービス等費 53,964,822 
117,248,145 1,056,223 

2.地域密着型介護サービス等費 21,021,566 

3.居宅介護サービス計画等費 6,417,790 

4.施設介護サービス費 29,179,132 

5.福祉用具購入等費 221,430 

6.住宅改修等費 365,045 

7.高額サービス等費 3,417,848 

8.高額医療合算介護サービス費 534,530 

9.特定入所者介護サービス等費 2,036,213 

10.審査支払手数料 89,769 

5,615,907 81,914 

5,615,907 81,914 

1.一般職職員給与費等 99,845 
4,763,374 49,958 一般職職員 22人（うち会計年度任用職員 22人）

2. 介護予防•生活支援サービス事業費 4,198,325 

3.一般介護予防事業費 465,204 

ア．介護予防普及啓発事業費 56,041 



69

ページ 予算科目 予 算 現 額

決事朗項細算書別 主策説要成明施果書 粽繰越越費畢額栗
予備費支出 計款•項 目 当初予算額 補正予算額 及び
流用増減 (A) 

-1目

］ P272 介護予防・

s P139 日常生活支援
総合事業費

P273 
ヽ

2目

P272 P139 
包括的支援事業 878,696 5,793 884,489 
・任意事業費

s I 

P275 P140 

4款
基金積立金 11,565 852,251 863,816 

1項
基金積立金 11,565 852,251 863,816 

1目
介護給付費準備 11,565 852,251 863,816 
基金積立金

5款
諸支出金 1,590,948 △ 136, 179 1,454, 769 

P274 1項
s 
P140 
償還金及び還付加算金 920,000 △ 136,179 783,821 

P275 
1目
第1号被保険者 85,000 85,000 
償還金及び

還付加算金

2目
償還金 835,000 △ 136, 179 698,821 

2項
繰出金 670,948 670,948 

1目
一般会計繰出金 670,948 670,948 

歳 出 合 計 127,858,472 2,242,411 130,100,883 
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（単位：千円）

支出済額
翌年度

不用額
繰越額

説 明
(B) (C) (A) - (B) - (C) 

イ．地域リハビリテーション活動 6, 114 

支援事業費

ウ．介護予防推進事業 403,049 

1.一般職職員給与費等 122,638 
852,533 31,956 一般職職員 28人（うち会計年度任用職員 28人）

2.包括的支援事業費 84,713 

3.任意事業費 645,182 

863,815 1 

863,815 1 

863,815 1 

1, 380, 512 74,257 

748,892 34,929 

50,072 34,928 

698,820 1 

631,620 39,328 

631,620 39,328 

128,644,656 1,456,227 
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（参考）負担金、補助及び交付金の支出状況

0負担金（共益費負担金、附帯設備費負担金、諸会議費負担金、工事費負担金、給付費負担金等を除く）

（注）支出済額の欄の（ ）内は、翌年度への繰越額 （単位：円）

会計 目 名 称 交 付 先
令和・Iヰ度 市和6ヰ＝

備考
--,,..王貝額 古虫済額 不出額 'i7 ;-r,油各ヒl

醤 福祉のまちづくり 福岡市福祉のまちづくり 2,720,000 2,720,000 2,150,000 
総務費 推 進大会負担金推進大会

アクティブエイジング アラカンフェスタ 8, 700, 000 8,700,000 8,700,000 
推 進 負 担 金実 行 委 員 会

高 高齢者福祉大会等負担金福岡市高齢者保健福祉大会 793,000 793,000 669,000 
齢

福
福岡アジア高齢社会福岡アジア高齢社会
祉 1,888,000 ,. 888,000 1,888,000 
総
デザイン協議会負担金デザイン協議会

務
費 福岡 10 0ラボ事業負担金福岡地域戦略推進協議会 6,723,000 6,453, 584 269,416 6,444,779 

般

ユマニチュード 国境なきユマニチュード 34,380,000 26,780,072 7,599,928 新設
推進事業負担金推 進 本 部

会
障

福 1 市障がい者
が 障がい者スポーツ大会負担金 ス ーツ大会

180,000 180,000 5,581,000 

計
し1
保 障がい者ボウリング 障がい者ポウリング大会 1,453,000 ,. 453,000 1,453,000 
健 大会福岡負担金福岡実行委員会

福
祉 心身障害者扶養保険独立行政法人福祉医療機構 83,216, 000 83,216,000 83,216,000 
費 特別調整費

保
オンライン資格確認等

社会保険診療報酬支払基金 3,947, 000 3,748, 188 198,812 3,954,816 
還営負担金
護

費 要保活護資世金帯貸向け不動産担保型社会福祉法人 13,341, 000 5, 257, 696 8,083,304 11,953,292 
生 付事業負担金福岡県社会福祉協議会

負担金計 157,341, 000 141,189,540 16,151,460 126, 009, 887 

0補助金
（洋）支出済額の欄の（ ）内は等年席への繰越各百 （且封rr:口1)

会計 目 名 称 交 付 先
令和 •I 牛度 令和6年度

備考
予算現額 支出済額 不困額 t:-t''活碑

社会福祉協議会地域福祉社会福祉法人 485,017, 000 484, 377, 670 639, 330 460, 593, 032 推進事業費補助金福岡市社会福祉協議会

福岡市地 目保健福祉
振興基金 業補助金

II 41,349, 000 38,831, 506 2,517,494 38,013, 192 

独立行政法人福祉医療機構
II 106,000 105,050 950 160,100 資金借入金利子補助金

社会福祉施 塁
寄附金事業補助

II 430,000 374, 691 55,309 451, 966 

日常生活自立支援事業補助金 II 103, 026, 000 102, 825, 000 201, 000 97,036,414 

社 やすらかパック事業等 II 18,215,000 18,215,000 20,974,000 
般
会 終活支援事業補助金

福

祉 冷泉公園戦災記念碑対応補助金 II 2,530, 000 2, 530, 000 新設

会
総
務
費
福岡市民生委員福岡市民生委員 49,121,000 46,915,804 2,205, 196 41,386,476 児童委員協議会補助金児童委員協議会

計
福岡市戦 没業者 等遺家族 戦畠者等遺家族援護事業を
援護事 補助金継 的に行っている団体

3,500, 000 2,942,732 557, 268 3, 164, 277 

福岡市原爆被害者等 原爆被害者等援護事業を 2,050, 000 2,050, 000 2,050,000 援護事業補助金継続的に行っている団体

交通遺児等援護事業補助金
交通遺児等援護事業を 450,000 450,000 450,000 継続的に行っている団体

福岡市中国残留邦人等地域
中国残留邦人等 3,000, 000 2,117,940 882, 060 2,223, 560 生活支援事業費補助金

福岡市ベンチ購入費補助金地 権 者 等 1,800, 000 1,783,450 16,550 195, 700 
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0補助金
（注）支出済額の欄の（ ）内は、翌年度への繰越額 （単位：円）

会計 目 名 称 交 付 先
令和7年度 令和6年度 備考

予算現額 支出済額 不用額 文出涵

福岡市 移進動費ス ーパー 事 業 者 等 500,000 89,004 410,996 1, 000, 000 
醤
参入促 補助金

総務費

福岡市生活困窮者支援 生活困窮者の支援を行う
活動事業費補助金 N p 〇法人等 2,000, 000 1, 799, 000 201, 000 1,090, 000 

ふくふくクラブ福岡
単 位 ク ラ ブ 35,451, 000 33,619,345 1,831,655 35,098, 089 活動事業補助金

ふくふくクラプ福岡公益社団法人 85,979, 000 82,935,490 3,043,510 73,637,636 
運堂及び事業補助金福岡市老人クラブ連合会

福岡市高齢者の生きがいと
II 962,000 962,000 765,949 健康づくり推進事業補助金

福岡市軽費老人ホームサーピスの
社会福祉法人 630, 823, 000 626, 761, 000 4,062, 000 619, 825, 000 提供に要する費用補助金

福岡市高年齢者就業機会
公益社団法人

確保事業費補助金
福岡市シルバー 79,658, 000 79, 658, 000 79,658, 000 
人材センター

高
福岡市介護施設等 (569,340, 000) (139,327,000) 

齢 介護サービス事業者 958, 555, 000 98, 162, 000 
福
整備費補助金 291, 053, 000 1, 062, 118, 000 
祉
全国健康福祉祭参加事業 全国健康福祉祭参加
総 福岡市実行委員会補助金事業福岡市実行委員会 11,317,000 9,070,395 2,246, 605 7,644,224 
務

費 福岡市児童福祉施設等
民間社会福祉施設 377,000 377,000 令実和績な6し• 7年度

産休等代替職員制度

福用岡よ者市る負介軽担護金減保の制社険度会サ福にー祉対ピ法すス人等 介護保険等利用者利 等
負担軽減を実施する 31,109,000 28,363,904 2,745,096 25,831, 867 

にる
助成事業補助金

社会福祉法人等

福岡市介護保険島外に所在する指定 1,011,000 596,280 414,720 540,540 離島交通費補助金居宅サービス等事業者

福岡市介護施設等物価 介護サービス事業所及び 1,898,847,000 
(806, 501, 000) 

713,880 
(847,873,000) 

高騰対策支援金（高齢） 高齢者施設 1,091,632, 120 667,329, 300 

福岡市地域保健福祉社会福祉法人 8,562, 000 7,451,913 1,110,087 7,817, 941 
羊備い9事、日業介いJ・の護>e実保』、こ施険が事9にμJ伴平業

振興基金事業補助金福岡市社会福祉協議会
特別会計より移行

般 福岡市障がい営者事社業会補参助加社会福祉法人 7,000, 000 7,000, 000 7,000,000 
推進センター運 金 福岡市身体障害者福祉協会

会
福岡市身体障害者福祉

II 2,555, 000 2, 555, 000 2,555,000 
計
協会運営費補助金

福岡市手をつなぐ育成会社会福祉法人 800,000 800,000 800,000 
還 営 費 補 助 金福岡市手をつなぐ育成会

全国， 害者スポーツ大会 本市内で開催される
令本和市で7年の度開催なし

九州 ロック予選会補助金
九州ブロック予選会 200,000 200,000 
の実施者

障がい者スポーツ等福岡市障がい者 38,892, 000 38,892, 000 28,024,000 活動推進事業補助金スポーツ協会

福岡市障がい者作品展補助金
福岡市障がい児・者 1,470, 000 1,470, 000 1,470,000 美術展実行委員会

障
福岡市地域活動支賢ンター地域活動支 悶
が ［型還営費 助金センター運営団

140, 749, 000 140, 749, 000 133, 000, 000 
し1
保 福岡市地域活動支援センター

II 129, 650, 000 128, 906, 000 744,000 128, 674, 000 健 補 助 金

福
募岡市 口がい者祉 ルー ホーム

グループホーム 26,896,000 26,686,947 209, 053 19,448,886 
費 設置費補助金

設置事業者等

福岡ロ市ジ障ーが導い入福支祉援分事野業の費介補護助テク指定障がい福祉 919,000 785,400 133,600 新設
ノ 金サービス事業者等

男岡 悶重度障がい者
ルー ホーム運営費補助金

グループホーム運営事業者 152, 570, 000 152, 570, 000 78,336,000 

福岡市社会福祉施設等
社会福祉法人等 192, 375, 000 190, 369, 000 2,006, 000 

(130,500, 000) 
施設整備費補助金（障がい） 191,380,000 

福岡市社会福祉事業団社会福祉法人 50,980, 000 50,980, 000 18,660,442 事務局運営費補助金福岡市社会福祉事業団

福岡市重度障がい者受入施設
障がい福祉サービス事業所 4,014,000 3,993, 000 21,000 4,726,000 設置促進事業補助金

福岡市介護施設等物価指定障がい福祉 368,455, 000 
(179, 633, 000) 

12,304,000 
(167,515, 000) 

高騰対策支援金（障がい） サービス事業者等 176,518,000 135, 625, 600 

保護 福岡市保護施設等
救護施設及び無料低額宿泊所 (2,964, 000) (2, 809, 000) 
を運営する 5,773,000 600 

費 物価高騰対策支援金社会福祉法人 2,808,400 
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0補助金
（注）支出済額の欄の（ ）内は、翌年度への繰越額 （単位：円）

会計 名 称 交 付 先
市和'9ヰ1芙 令和6年度

備考
予算現額 古出済額 不用額 支出済額

福岡市認知症介護指導者研修生を派遣する

業介 フォローアップ介喜 保険施設、 78,000 78,000 57, 200 
研修事業補助金居 護サービス事業者等

特護

別保 福岡市認知症介 ｀旨 導者 II 350,000 211,926 138,074 259,810 
会険
養成研修事業 助金

計事 福岡市認知症カフェ
認知症カフェ開設者 1,650, 000 405, 605 1,244,395 745,524 開設支援事業補助金

(1,558,438,000) (1,288,024,000) 
補助金計 5,581,121,000 139,472,428 

3, 883,210, 572 3,999,817,725 

0交付金
該当なし




